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第１章 公共施設等総合管理計画策定の背景と目的 

 

１ 背景と目的 

 

本市は、戦後の高度経済成長期を中心に多様な行政需要に対応するため、

公営住宅、学校などの「公共建築物」や道路、橋梁、上・下水道、漁港など

の「インフラ資産」といった多くの公共施設を整備してきました。 

これら公共施設の耐用年数①の多くが40年～60年とされており、近い将来

一斉に改修・更新の時期を迎え、多額の更新費用が必要になると見込まれて

います。このような状況は本市に限らず、全国の地方公共団体が同様に直面

している問題です。 

一方、財政面では、長期的な人口減少等による市税収入の伸び悩み、少

子・高齢社会の進行に伴う扶助費等経費の増大などによる財政状況の悪化が

見込まれています。さらには一層厳しさを増すであろう地方交付税環境が想

定されます。 

こういった社会情勢の中で、今後、社会構造や住民ニーズの変化に伴い公

共施設の利用需要が変化していくことを踏まえ、長期的な視点をもって、最

適な規模での維持・更新を行うことと、効果的かつ効率的な遊休施設の活用

が必要となります。 

また、このような公共施設を総合的かつ計画的に管理することは、地域社

会の実情にあった将来のまちづくりを進める上で不可欠です。 

このため、まずは、本市の公共建築物やインフラ資産の実態を把握し、資

産更新問題を共有化することを目指し、その上で、施設の適切な配置・規模

を検討しつつ公共施設のマネジメントを徹底することにより、長期的な視点

での公共施設の更新・統廃合・長寿命化などに取り組むための基本方針とし

て、平成29年３月に「公共施設等総合管理計画」を策定したところです。 

本計画の策定後に「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の改

訂について（総財務第28号平成30年２月27日総務省自治財政局財務調査課長通知）」及び

「令和３年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項

について（総財務第６号令和３年１月26日総務省自治財政局財務課長通知）」が示されたこ

とを受けて、公共施設等総合管理計画の推進を総合的かつ計画的に図るとと

もに、不断の見直しを実施し充実させていくため、今般の改訂を行うもので

す。 

 

 
 

 

① 耐用年数：減価償却②の対象となる資産において利用が可能な年数 

② 減価償却：固定資産の老朽化による価値の減少を各会計年度の費用として計上していく会計処理  
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なお、本計画では、【表3-5-2 策定済みの個別施設計画】※で示してい

る各個別施設計画及び統一的な基準による地方公会計制度に基づき整備した

固定資産台帳（令和２年度末時点）を基に、維持管理・更新等に係る経費の見込

みの試算等を行います。 

 

 

２ 対象資産の範囲 

 

本市の所有する全ての資産のうち、公共建築物及びインフラ資産（公営企業

を含む。）を対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※本計画で掲載している図表の数値については、四捨五入の関係上、内訳と合計などが一致しないこと

があります。  
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第２章 本市の現状 

 

１ 柳井市の概要と特性 

 

柳井市は、山口県の南東部に位置し、沿岸部、内陸部、半島・島しょ部か

らなり、総面積140.05km²の半分以上が山地丘陵地で占められています。瀬

戸内海型気候区に属し、冬も温暖で比較的雨の少ない過ごしやすい気候です。

年平均気温は、沿岸部で15℃から16℃、標高500mの山々の北部に位置する山

間部では14℃から15℃とやや低くなっています。また、年間降雨量は、

1,600mmから1,700mm程度です。 

古くは縄文時代から人々の営みがあり、日本最大級の大鏡が出土した茶臼

山古墳など多くの遺跡や史跡が残され、海と深いかかわりを持ちながら多彩

で豊かな歴史をつむいできました。 

また、大畠瀬戸は、日本三大潮流として知られ、万葉集にも登場していま

す。中世に入ると瀬戸内の良港であった柳井津は、周防国における海上交通

の要衝として重要視され、江戸時代には、瀬戸内屈指の商都として発展し繁

華を誇ってきました。幕末・維新の時代になると、この地域から、優れた詩

人でもあった僧月性や秋良敦之助、白井小助などの多くの志士を輩出し回天

の偉業をなしています。その後、明治期から戦後を通じても商業・卸売業や

農漁業などの産業を中心に発展を続けてきました。昭和30年代に金属・機械

器具製造業などの都市型工業が定着し、豊かな自然と恵まれた気候・風土の

もとで、産業と都市機能の充実を図りながら発展を遂げてきました。 

 

２ 人口の現状と今後の推移 

 

本市の人口（国勢調査）は昭和22年の51,143人をピークに減少しており、令

和２年国勢調査では30,799人となっています。年齢構成別にみると、65歳以

上の高齢人口は、昭和25年以降増加傾向で、令和２年には12,004人となり、

高齢人口比率は39.3％となっています。対照的に14歳以下の年少人口は、

3,241人となっており、年少人口比率は10.6％まで減少しています。 

また、国立社会保障・人口問題研究所推計によると、令和27年には人口は

21,059人まで減少し、財政負担の中心的な役割を果たす生産年齢人口の割合

は令和７年以降50％を下回るという推計もあり、今後も少子・高齢化が一段

と進むものと予想されます。 
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【図2-2-1 本市の年齢別人口推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 S10 S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 

総 数 40,180 50,375 49,609 46,447 44,205 42,841 43,341 42,912 41,798 40,478 38,963 37,251 35,927 34,730 32,945 30,799 

年齢不詳 - 2 - - - - - 7 5 23 - 44 4 162 98 286 

０～ 1 4歳 14,152 16,690 15,708 13,432 10,693 9,269 9,181 8,696 7,688 6,410 5,493 4,758 4,328 4,031 3,690 3,241 

15～64歳 22,527 29,976 29,998 28,878 28,925 28,538 28,564 27,972 27,196 26,085 24,210 22,357 20,826 19,290 17,149 15,268 

65歳以上 3,501 3,705 3,903 4,137 4,587 5,034 5,596 6,237 6,909 7,960 9,260 10,092 10,769 11,247 12,008 12,004 

年 少 

人口比率 
35.2% 33.1% 31.7% 28.9% 24.2% 21.6% 21.2% 20.3% 18.4% 15.8% 14.1% 12.8% 12.0% 11.7% 11.2% 10.6% 

生産年齢 

人口比率 
56.1% 59.5% 60.5% 62.2% 65.4% 66.6% 65.9% 65.2% 65.1% 64.5% 62.1% 60.1% 58.0% 55.8% 52.2% 50.0% 

高 齢 

人口比率 
8.7% 7.4% 7.9% 8.9% 10.4% 11.8% 12.9% 14.5% 16.5% 19.7% 23.8% 27.1% 30.0% 32.5% 36.6% 39.3% 

出展：総務省統計局「国勢調査」 
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【図2-2-2 本市の年齢別人口将来予測】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 R7 R12 R17 R22 R27 

総 数 28,918 26,865 24,852 22,884 21,059 

０ ～ 1 4 歳 2,965 2,643 2,366 2,178 2,009 

1 5～ 6 4 歳 14,345 13,351 12,331 10,962 9,907 

6 5 歳 以 上 11,608 10,871 10,155 9,744 9,143 

年 少 
人 口 比 率 10.3% 9.8% 9.5% 9.5% 9.5% 

生 産 年 齢 
人 口 比 率 

49.6% 49.7% 49.6% 47.9% 47.1% 

高 齢 
人 口 比 率 40.1% 40.5% 40.9% 42.6% 43.4% 

出展：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」 
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３ 財政状況 

 

（１）歳入 

本市の令和２年度における歳入総額は214.1億円となっており、例年に

比べて大幅に増加しています。これは、新型コロナウイルス感染症対策の

財源として国庫支出金等が一時的に増加していることが主な要因です。 

自主財源の根幹をなす市税については今後の就業人口の減少や高齢化な

どによる減収が見込まれ、また一定の行政サービスを保つために国から交

付される地方交付税についても、平成23年度の50.3億円と比較すると3.5

億円減少しており、今後の増加も見込めないことから、財源の確保が大き

な課題であるといえます。 

 

【図2-3-1 本市普通会計における決算の推移（歳入）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歳出 

本市の令和２年度における歳出総額は209.8億円となっており、歳入同

様、例年に比べて大幅に増加しています。これは新型コロナウイルス感染

症対策のため、特に補助費等が大きく増加したためです。 

歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に節減できない経費である義

務的経費（人件費、扶助費
③
、公債費

④
）について、人件費は大きな増減はありま

せんが、扶助費は、平成23年度に27.9億円であったものが、高齢化の進行

等により令和２年度には32.7億円まで増加しています。 

扶助費は、高齢化による医療、福祉などの社会保障費の増加に伴い、増

大していくものと予想され、歳出面においても厳しい状況にあり、ますま

す適正な財政運営が求められます。 
 

③ 扶助費：社会保障制度の一環として生活保護法や児童福祉法など、法令により支出が義務付けられている経費 

④ 公債費：地方自治体が借り入れた地方債の元利償還金と一時借入金の利息合計  
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地方債          10.4 億円 
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地方税          47.1 億円 
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【図2-3-2 本市普通会計における決算の推移（歳出）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図2-3-3 義務的経費の推移と内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図2-3-4 人件費・扶助費の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

投資的経費

公債費

積立金・投資及び出資金・貸付金

繰出金

百万円 

令和 2 年度（2020 年） 
209.8 億円 
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出資金・貸付金    8.6 億円 
公債費           18.7 億円 
投資的経費       23.4 億円 
補助費等         65.3 億円 
扶助費           32.7 億円 
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人件費           26.8 億円 

2,650 2,650 2,628 2,751 2,617 2,623 2,554 2,516 2,539 2,678

2,788 2,838 2,841
2,959 2,960 3,086 3,050 3,039 3,115

3,267

2,161 2,111 2,071
2,005

1,933
1,949 1,935 1,896 1,894

1,867

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

百万円

人件費 扶助費 公債費

2,650 2,650 2,628
2,751

2,617 2,623
2,554 2,516 2,539

2,678
2,788 2,838 2,841

2,959 2,960
3,086

3,050 3,039
3,115

3,267

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

百万円

人件費 扶助費



8 

第３章 公共施設の現状 

 

１ 公共建築物 

 

本市が所有する公共建築物の延床面積の合計は187,402.1㎡で、住民１人

当たりの延床面積は6.1㎡となっています。全国平均の3.8㎡⑤と比較すると

1.6倍、本市と同規模である人口30,000人～50,000人の団体平均の5.2㎡⑤と

比較すると1.2倍となり、全国及び同規模団体の平均値を上回っている状況

となっています。 

資産種別ごとに延床面積を見てみると、学校の割合が最も高く、公共建築

物全体の30.3％、次いで公営住宅が25.4％、その他が11.5％という状況で、

学校と公営住宅の割合が全体の55.7％を占めています。その他の延床面積が

大きくなっているのは、廃校になった小・中学校や現在使用されていない旧

国民宿舎うずしお荘等が含まれていることによるものです。これらの施設の

解体・活用を計画的に行うことも保有施設の縮小を進める上で、重要になり

ます。 

また、今回の計画と関連するもう一つの重要な指標は、「有形固定資産減

価償却率」です。「有形固定資産減価償却率」は、固定資産台帳を整備する

ことによって算出することが可能な指標です。これは、「減価償却累計額／

取得価額」で算出され、資産が耐用年数に対してどの程度経過しているかを

見る指標となります。 

地方公共団体の平均は40％から60％程度で、本市の公共建築物全体の有形

固定資産減価償却率である58.8％は、他団体と同程度の償却率となっていま

す。面積割合の多い学校と公営住宅に着目すると、学校は48.5％とそこまで

高い数値ではありません。公営住宅は76.3％で公共建築物全体の数値よりも

高くなっています。また、延床面積は少ないものの、産業系施設・供給処理

施設の有形固定資産減価償却率は90％を超えており、限られた資金の中で、

これらの資産をどのように維持・更新していくかが課題となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 令和元年度公共施設状況調（総務省）  
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【図 3-1-1 公共建築物の内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

集会施設 5.2%

文化施設 3.0%

図書館 0.9%

博物館等 0.8%

スポーツ施設 7.2%

レクリエーション施設・観光施

設 1.0%

産業系施設 1.0%

学校 30.3%

その他教育施設 0.9%

幼保・こども園 0.6%

幼児・児童施設 0.5%
高齢福祉施設 1.0%

保健施設 0.5%

医療施設 0.2%

庁舎等 5.9%

消防施設 0.7%

その他行政系施設

0.4%

公営住宅 25.4%

公園 2.6%

供給処理施設 0.4%

その他 11.5%

延床面積

187,402.1㎡

集会施設 文化施設 図書館

博物館等 スポーツ施設 レクリエーション施設・観光施設

産業系施設 学校 その他教育施設

幼保・こども園 幼児・児童施設 高齢福祉施設

保健施設 医療施設 庁舎等

消防施設 その他行政系施設 公営住宅

公園 供給処理施設 その他
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【表3-1-1 公共建築物の内訳】（令和２年度末現在）             単位：㎡ 

資産種別 注1 面積 割合 
有形固定資産 

減価償却率 
主な施設 

集会施設 9,814.4 5.2% 56.9% 
公民館、文化福祉会館、中開作ふれあ

い文化センター、学習等供用会館等 

文化施設 5,606.3 3.0% 69.2% サンビームやない、アクティブやない 

図書館 1,663.5 0.9% 50.4% 柳井図書館、大畠図書館 

博物館等 1,511.3 0.8% 80.6% 町並み資料館、月性展示館等 

スポーツ施設 13,531.5 7.2% 52.6% 体育館、武道館、地区体育館等 

レクリエーション施設・

観光施設 
1,961.0 1.0% 63.8% 

都市農村交流施設、大畠観光センタ

ー、やない西蔵等 

産業系施設 1,790.9 1.0% 99.6% 
農業担い手センター、農村婦人の家、

やまびこふれあいセンター等 

学校 56,802.7 30.3% 48.5% 小学校、中学校 

その他教育施設 1,644.9 0.9% 72.5% 学校給食センター等 

幼保・こども園 1,126.4 0.6% 49.1% 保育所 

幼児・児童施設 923.1 0.5% 31.7% 児童クラブ 

高齢福祉施設 1,872.6 1.0% 71.2% 
老人憩の家、大畠総合センター、平郡

デイサービスセンター等 

保健施設 865.2 0.5% 77.0% 保健センター 

医療施設 379.2 0.2% 25.3% 平郡診療所、西出張診療所 

庁舎等 11,023.2 5.9% 74.2% 庁舎、出張所 

消防施設 1,225.8 0.7% 61.9% 消防機庫 

その他行政系施設 786.5 0.4% 81.2% 水防倉庫等 

公営住宅 47,656.8 25.4% 76.3% 市営住宅 

公園 4,820.9 2.6% 46.0% 
柳井ウェルネスパーク、石井ダム公園、 

レトロ市民交流広場等 

供給処理施設 777.8 0.4% 96.6% 不燃物処理場等 

その他 21,618.1 11.5% 63.4% 
斎苑、公衆用便所、職員住宅、駐輪

場、旧小中学校、旧うずしお荘等 

合計 注2 187,402.1 100.0% 58.8% 
 

注1 一般財団法人 地域総合整備財団「公共施設更新費用試算ソフト仕様書Ver.2.10（平成28年版）」を参考とし

た。 

注2 地方公営企業法の適用を受ける水道事業（水道事業・簡易水道事業）、下水道事業（公共下水道事業・農業集

落排水事業）に係るものを除く。  
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２ インフラ資産 

 

インフラ資産とは、住民の社会生活の基盤となる資産です。例えば、道路、

橋梁、上・下水道などが挙げられます。これらは、住民の生活や産業経済活

動を支えるために、必要不可欠な資産であり、インフラ資産の整備は、地方

公共団体の重要な役割の一つです。 

本市が所有する主なインフラ資産は、【表3-2-1 インフラ資産の状況】

のとおりとなっています。 

 

【表3-2-1 インフラ資産の状況】（令和２年度末現在）           単位：円 

インフラ資産 取得価額 減価償却累計額 
有形固定資産 
減 価 償却 率 

道路・農道・林道 14,657,196,502 6,986,962,369 47.7% 

橋梁 8,308,272,525 5,745,775,362 69.2% 

上水道 注 3 8,235,750,386 3,207,123,081 38.9% 

下水道 注 4 
19,479,457,875 1,824,694,380 9.4% 

漁港・海岸保全施設 9,568,775,372 5,373,203,522 56.2% 

注 3 上水道は、水道及び簡易水道をいう。 

注 4 下水道は、公共下水道、農業集落排水、都市下水路等をいう。 
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３ 施設保有量の推移 

 

固定資産台帳を整備した平成26年度以降の公共建築物の保有量の推移は、

【図3-3-1 施設保有量の推移】【表3-3-1 施設保有量の推移】のとおりと

なっています。令和２年度の延床面積の合計は187,402.1㎡で、平成26年度

の187,771.4㎡と比較すると、369.3㎡減少しています。 

なお、平成29年度から平成30年度に一時的に延床面積が増加しているのは、

山口県より旧柳井商業高等学校の譲与を受け、その後旧校舎等の解体を行っ

た増減によるものです。市営駐車場事業会計施設については、平成29年度に

売却を行ったため、令和２年度の延床面積は皆減となっています。 

 

 

【図3-3-1 施設保有量の推移】（公共建築物） 
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【表3-3-1 施設保有量の推移】（公共建築物）                単位：㎡ 

資産種別 平成26年度面積 令和２年度面積 増減面積 増減率 

集会施設 8,998.1 9,814.4 816.3 9.1% 

文化施設 5,606.3 5,606.3 0.0 0.0% 

図書館 1,663.5 1,663.5 0.0 0.0% 

博物館等 1,888.9 1,511.3 △377.6 △20.0% 

スポーツ施設 13,942.4 13,531.5 △410.9 △2.9% 

レクリエーション施設・観光施設 2,224.3 1,961.0 △263.3 △11.8% 

産業系施設 1,924.8 1,790.9 △133.9 △7.0% 

学校 61,256.1 56,802.7 △4,453.4 △7.3% 

その他教育施設 1,509.9 1,644.9 135.0 8.9% 

幼保・こども園 1,124.9 1,126.4 1.5 0.1% 

幼児・児童施設 476.9 923.1 446.2 93.6% 

高齢福祉施設 1,872.6 1,872.6 0.0 0.0% 

保健施設 865.2 865.2 0.0 0.0% 

医療施設 275.3 379.2 103.9 37.8% 

庁舎等 11,924.8 11,023.2 △901.6 △7.6% 

消防施設 1,101.8 1,225.8 124.0 11.3% 

その他行政系施設 807.1 786.5 △20.7 △2.6% 

公営住宅 48,327.7 47,656.8 △670.9 △1.4% 

公園 4,889.7 4,820.9 △68.8 △1.4% 

供給処理施設 777.8 777.8 0.0 0.0% 

その他 15,813.4 21,618.1 5,804.6 36.7% 

市営駐車場事業会計施設 500.0 0.0 △500.0 皆減 

合  計 187,771.4 187,402.1 △369.3 △0.2% 

※増減面積には、施設の用途変更などにより、資産種別が変更になったものを含む。 

 

【増減面積・合計の内訳】                              単位：㎡ 

内  訳 面 積 備   考 

新規取得・会計換え 16,022.0 
「会計換え」は当初対象外としていた簡易水

道事業会計からの会計換えによるもの 

解体、売却、譲渡などによる削減 △16,128.2 
P17～20 

【表 3-5-1 公共建築物の削減実績】参照 

当初計画計上値の訂正（錯誤） △263.1  

合  計 △369.3  
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４ 有形固定資産減価償却率の推移 

 

平成26年度と令和２年度の有形固定資産減価償却率を比較すると、公共建

築物全体では3.8％増加しており、年平均にすると0.6％程度の増加となって

います。集会施設、学校、医療施設、市営駐車場事業会計施設については、

それぞれ老朽化している施設の建替えや不要施設の解体、売却などを行った

影響により、有形固定資産減価償却率が減少しています。 

インフラ資産では、橋梁は1.8％、漁港・海岸保全施設は6.2％増加してい

ますが、道路・農道・林道は10.3％、上水道は12.8％、下水道は49.2％減少

しています。 

道路・農道・林道については、平成29年度に山口県より農道の譲与を受け

たことにより、取得価額が60億円程度増加したことで、有形固定資産減価償

却率が減少しています。 

上水道、下水道のうち、簡易水道事業は平成29年度及び令和２年度に、公

共下水道事業・農業集落排水事業は令和２年度に地方公営企業法の適用を受

ける公営企業会計へ移行したことで、平成29年度及び令和２年度から新たに

減価償却を開始しているため、有形固定資産減価償却率は大幅に減少してい

ます。 
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【表3-4-1 公共建築物の有形固定資産減価償却率の推移】 

資産種別 

平 成 26年 度 

有形固定資産 

減 価償 却 率 

令 和２ 年度 

有形固定資産 

減 価償 却 率 

増  減 

集会施設 61.8% 56.9% △4.9% 

文化施設 56.8% 69.2% 12.3% 

図書館 38.4% 50.4% 12.0% 

博物館等 58.8% 80.6% 21.8% 

スポーツ施設 44.0% 52.6% 8.6% 

レクリエーション施設・観光施設 42.0% 63.8% 21.8% 

産業系施設 95.5% 99.6% 4.1% 

学校 49.6% 48.5% △1.1% 

その他教育施設 35.7% 72.5% 36.8% 

幼保・こども園 43.0% 49.1% 6.1% 

幼児・児童施設 24.9% 31.7% 6.8% 

高齢福祉施設 61.4% 71.2% 9.8% 

保健施設 66.5% 77.0% 10.4% 

医療施設 91.7% 25.3% △66.4% 

庁舎等 63.2% 74.2% 11.0% 

消防施設 58.5% 61.9% 3.4% 

その他行政系施設 57.0% 81.2% 24.2% 

公営住宅 67.3% 76.3% 9.1% 

公園 31.2% 46.0% 14.7% 

供給処理施設 85.0% 96.6% 11.6% 

その他 53.8% 63.4% 9.6% 

市営駐車場事業会計施設 99.2% 0.0% △99.2% 

合  計 55.0% 58.8% 3.8% 
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【表3-4-2 インフラ資産の有形固定資産減価償却率の推移】 

インフラ資産 

平 成 26年 度 

有形固定資産 

減 価償 却 率 

令 和２ 年度 

有形固定資産 

減 価償 却 率 

増  減 

道路・農道・林道 58.0% 47.7% △10.3% 

橋梁 67.3% 69.2% 1.8% 

上水道 51.7% 38.9% △12.8% 

下水道 
注5 

58.5% 9.4% △49.2% 

漁港・海岸保全施設 49.9% 56.2% 6.2% 

注 5 本計画策定当時、地方公営企業法の適用に向けて移行中であった公共下水道事業に関しては、固定資産台帳が

整備されていなかったため、数値が含まれていません。 
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５ 過去に行った対策の実績 

 

（１）公共建築物の削減 

平成27年度以降、解体、売却、譲渡などにより削減した公共建築物は、

【表3-5-1 公共建築物の削減実績】のとおりとなっています。 
 
【表3-5-1 公共建築物の削減実績】                    単位：㎡ 

実施年度 資産種別 施設名称 資産名称 削減面積 

平成27年度 学校 柳井小学校 体育館 1,712.3 

平成27年度 学校 新庄小学校 管理教室 527.0 

平成27年度 学校 新庄小学校 便所 12.0 

平成27年度 学校 平郡西小学校 便所倉庫 40.0 

平成27年度 学校 平郡西小学校 特別教室棟 22.0 

平成27年度 公営住宅 市営小木尾住宅 住宅 34.7 

平成27年度 公営住宅 市営大屋西住宅 住宅 28.9 

平成27年度 計 2,376.9 

平成28年度 学校 余田小学校 教室 392.0 

平成28年度 学校 余田小学校 管理特別教室 369.0 

平成28年度 学校 余田小学校 用務室 28.0 

平成28年度 学校 余田小学校 便所 33.0 

平成28年度 学校 余田小学校 便所 15.0 

平成28年度 学校 平郡東小学校 普通特別教室 133.0 

平成28年度 庁舎等 新庄出張所 事務室 191.6 

平成28年度 庁舎等 新庄出張所 事務室 96.2 

平成28年度 庁舎等 新庄出張所 倉庫 29.2 

平成28年度 庁舎等 新庄出張所 車庫 13.5 

平成28年度 消防施設 
伊陸1部2班 
消防機庫 

消防機庫 17.5 
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平成28年度 その他行政系施設 新庄水防倉庫 倉庫 16.5 

平成28年度 その他行政系施設 伊陸水防倉庫 水防倉庫 8.1 

平成28年度 公営住宅 市営国清住宅 住宅 128.1 

平成28年度 公園 黒抗川ダム公園 公衆便所 7.4 

平成28年度 計 1,478.0 

平成29年度 学校 余田小学校 給食配膳室 49.7 

平成29年度 学校 余田小学校 特別教室棟 2.6 

平成29年度 消防施設 
伊陸2部2班 
消防機庫 

消防機庫 19.4 

平成29年度 消防施設 
旧大畠5部 
消防機庫 

消防機庫 14.0 

平成29年度 公営住宅 市営山根住宅 住宅 34.7 

平成29年度 公営住宅 市営山根住宅 住宅 34.7 

平成29年度 市営駐車場事業会計施設 柳井駅前駐車場 立駐棟 488.8 

平成29年度 市営駐車場事業会計施設 柳井駅前駐車場 管理棟 11.2 

平成29年度 計 655.1 

平成30年度 
レクリエーション・観光
施設 

ふるさと市 
観光案内所 

案内所 30.8 

平成30年度 
レクリエーション・観光
施設 

ふるさと市 
観光案内所 

案内所 9.5 

平成30年度 学校 柳井小学校 倉庫 66.0 

平成30年度 消防施設 
伊陸1部2班 
消防機庫 

消防機庫 23.2 

平成30年度 その他行政系施設 宮本ポンプ場 ポンプ場 75.5 

平成30年度 公営住宅 市営山根住宅 住宅 34.7 

平成30年度 公営住宅 市営山根住宅 住宅 34.7 

平成30年度 公営住宅 市営大屋西住宅 住宅 97.1 

平成30年度 公営住宅 市営宮の下住宅 住宅 31.3 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

プール管理棟 92.4 
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平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

プール浄化機械室 32.1 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

ボイラー室 18.1 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

クラブ教室 309.6 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

クラブ教室 562.7 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

便所 16.4 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

クラブ部室 24.0 

平成30年度 計 1,458.0 

令和元年度 学校 日積小学校 渡り廊下 58.7 

令和元年度 学校 日積小学校 管理特別教室棟 787.0 

令和元年度 学校 日積小学校 渡り廊下 23.1 

令和元年度 学校 日積小学校 
給食配膳室・更衣
室・シャワー室 

28.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 管理教室棟 533.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 特別教室棟 133.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 管理棟 45.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 便所 30.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 倉庫 33.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 便所 4.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 渡り廊下 31.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 便所 6.1 

令和元年度 学校 伊陸小学校 渡り廊下 232.0 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

普通教室 1,486.5 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

特別教室 2,075.7 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

屋外階段 31.5 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

本館 2,658.2 
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令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

渡り廊下 165.0 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

渡り廊下 153.0 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

体育館 1,300.9 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

渡り廊下 19.5 

令和元年度 その他 平郡西浦住宅 居宅 30.1 

令和元年度 その他 
旧余田第2部 
消防機庫 

消防機庫 24.0 

令和元年度 計 9,888.3 

令和2年度 学校 伊陸小学校 便所 27.0 

令和2年度 学校 伊陸小学校 家庭科室 71.0 

令和2年度 学校 伊陸小学校 便所 8.0 

令和2年度 学校 伊陸小学校 倉庫 8.1 

令和2年度 学校 伊陸小学校 渡り廊下 32.0 

令和2年度 その他 
平郡診療所 
医師住宅 

住宅 107.6 

令和2年度 その他 
平郡診療所 
医師住宅 

車庫 18.2 

令和２年度 計 271.9 

合   計 16,128.2 
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（２）個別施設計画の策定 

本計画の策定に前後して、施設類型ごとの具体的な方針を定める計画と

して各種個別施設計画の策定を行っています。策定済みの個別施設計画は

【表3-5-2 策定済みの個別施設計画】のとおりとなっています。 

 

【表 3-5-2 策定済みの個別施設計画】 

計 画 名 担当箇所 策定年度 

柳井市公共施設等総合管理計画個別施設計画 財 政 課 令和２年度 

柳井市学校施設長寿命化計画 教 育 総 務 課 令和元年度 

柳井市公営住宅等長寿命化計画 都市計画・建築課 平成24年度 

柳井市都市公園施設長寿命化計画 

（柳井ウェルネスパーク・茶臼山古墳歴史の広場） 
都市計画・建築課 平成30年度 

柳井市都市公園施設長寿命化計画 

（その他の都市公園） 
都市計画・建築課 令和２年度 

柳井市道路舗装個別施設計画 土 木 課 令和２年度 

柳井市道路法面個別施設計画 土 木 課 令和２年度 

柳井市道路照明個別施設計画 
土 木 課 

都市計画・建築課 
令和２年度 

柳井市大型カルバート個別施設計画 都市計画・建築課 平成30年度 

柳井市新庄横断歩道橋個別施設計画 土 木 課 平成30年度 

柳井市中央歩道橋個別施設計画 都市計画・建築課 平成30年度 

柳井市農道施設個別施設計画 経 済 建 設 課 平成29年度 

柳井市林道施設個別施設計画 経 済 建 設 課 平成29年度 

柳井市橋梁個別施設計画 土 木 課 令和２年度 

柳井市漁港機能保全計画 経 済 建 設 課 
平成24年度～平成27年度 

令和２年度 

柳井市漁港海岸保全施設長寿命化計画 経 済 建 設 課 
平成27年度～平成29年度 

令和元年度～令和２年度 

柳井市水道ビジョン 水 道 課 平成26年度 

柳井市水道事業老朽管更新計画 水 道 課 平成26年度 

柳井市公共下水道事業 

ストックマネジメント計画 
下 水 道 課 令和２年度 

柳井市地区最適整備構想（農業集落排水） 下 水 道 課 平成28年度 
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（３）公営企業会計への移行 

施設の老朽化に伴う更新投資の増大、人口減少に伴う料金収入の減少な

どの経営環境の変化に適切に対応し、将来にわたって安定的に事業を継続

していくことを目的として、簡易水道事業は平成29年度及び令和２年度に、

公共下水道事業及び農業集落排水事業は令和２年度に、地方公営企業法の

適用を受ける公営企業会計へ移行しています。 
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第４章 維持管理・更新等に係る経費の見込み 

 

１ 維持管理・更新等に係る経費の試算 

 

本計画では、「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の改訂に

ついて（総財務第28号平成30年２月27日総務省自治財政局財務調査課長通知）」及び「令和

３年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項につい

て（総財務第6号令和3年1月26日総務省自治財政局財務課長通知）」に基づき、「（１）長

寿命化対策等を反映した場合の見込み」及び「（２）耐用年数経過時に単純

更新した場合の見込み」を算出し、将来の公共施設の維持管理・更新等に係

る経費の見込みと長寿命化対策等を反映した場合における経費の削減効果額

を試算しています。 

 

（１）長寿命化対策等を反映した場合の見込み 

長寿命化対策等を反映した場合の見込みは、以下の３つの区分で算出し

ています。 

算出方法については、【表3-5-2 策定済みの個別施設計画】で示して

いる各個別施設計画で算出された金額を基に試算しています。なお、本計

画改訂時点で個別施設計画を策定していない資産や個別施設計画の対象と

なっていない資産については、「（２）耐用年数経過時に単純更新した場

合の見込み」と同額で試算しています。 

 

① 維持管理・修繕 

施設、設備、構造物等の機能の維持のために必要となる点検・調査

や補修、修繕などをいう。なお、補修、修繕については、補修、修繕を

行った後の効用が当初の効用を上回らないものをいい、例えば、法令に

基づく法定点検や施設管理者の判断で自主的に行う点検、点検結果に基

づく消耗部品の取替え等の軽微な作業、外壁コンクリートの亀裂の補修

等を行うことなどがこれに当たります。 

② 改修 

公共施設等を直すこと。改修を行った後の効用が当初の効用を上回

るものをいう。例えば、耐震改修、長寿命化改修などがこれに当たりま

す。なお、転用する場合は、「改修」に含めて整理しています。 

③ 更新等 

老朽化等に伴い機能が低下した施設等を取り替え、同程度の機能に

再整備することをいう。なお、除却のみを行う場合も「更新等」として

整理しています。  
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（２）耐用年数経過時に単純更新した場合の見込み 

耐用年数経過時に単純更新した場合の見込みは、「資産の耐用年数到来

時にその資産と同機能、同規模のものを固定資産台帳における取得価額で

再建するとした場合に必要となる金額」としています。また、試算開始年

度である令和２年度より前（令和元年度以前）に既に耐用年数が到来している

資産の金額については、「Ｒ２～Ｒ６」に含めています。なお、期間内に

複数回耐用年数が到来する資産は耐用年数到来の都度、更新を行うと仮定

しています。 

固定資産台帳における耐用年数は、総務省の「統一的な基準における地

方公会計マニュアル」に従い、財務省の「減価償却資産の耐用年数等に関

する省令」を用いています。 

上・下水道については、地方公営企業法の適用を受ける公営企業会計へ

移行しており、普通会計における固定資産台帳では管理していないため、

個別施設計画（柳井市水道ビジョン・柳井市公共下水道事業ストックマネジメント計画・柳

井市地区最適整備構想（農業集落排水））で算出された金額を基に試算しています。 
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２ 公共建築物 

 

公共建築物の有形固定資産減価償却率は58.8％となっています。 

長寿命化対策等を反映した場合の見込みは、令和31年度までの30年間で

201.3億円（維持管理・修繕20.2億円、改修68.7億円、更新等112.4億円）、年平均では6.7

億円となっています。 

耐用年数経過時に単純更新した場合の見込みの332.0億円、年平均11.1億

円と比較すると、効果額は、30年間で130.7億円、年平均4.4億円となり、

39.4％の削減効果が見込まれます。 

なお、令和22年度から令和26年度の期間については、柳井ウェルネスパー

クの更新時期が到来することや学校施設の改修、更新等の時期が集中してい

ることなどにより経費が他の期間と比較して増加しています。 

 

 

 

 

 

 

【図4-2-1 維持管理・更新等に係る経費の見込み（公共建築物）】 
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３ インフラ資産 

 

（１）道路・農道・林道 

道路・農道・林道の有形固定資産減価償却率は47.7％となっています。 

長寿命化対策等を反映した場合の見込みは、令和31年度までの30年間で

80.5億円（維持管理・修繕6.3億円、改修0.0億円、更新等74.2億円）、年平均では2.7億

円となっています。 

耐用年数経過時に単純更新した場合の見込みの82.1億円、年平均2.7億

円と比較すると、効果額は、30年間で1.6億円、年平均0.1億円となり、

1.9％の削減効果が見込まれます。削減効果が比較的少ないのは、現在策

定している個別施設計画の対象路線が全路線のうち重要性や優先度の高い

19路線のみとなっているためです。 

今後は順次、対象路線の拡大や内容の精緻化を目指すことにより、引き

続き、維持管理・更新等に係る経費の削減に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

【図4-3-1 維持管理・更新等に係る経費の見込み（道路・農道・林道）】 
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（２）橋梁 

橋梁は、全国的に見て1970年代に建設されたものが多く、主な橋梁であ

る「ＰＣ（プレストレスト・コンクリート）
⑥橋」や「ＲＣ（鉄筋コンクリート）橋」

の耐用年数が60年と示されていることから、令和10年度から令和20年度に

更新時期が集中することが想定されるため、長寿命化や更新時期をずらし

た架替工事を行うことにより、財政負担の平準化を図る必要があります。 

橋梁の有形固定資産減価償却率は69.2％となっており、インフラ資産の

中でも特に老朽化が進んでいる資産であるといえます。長寿命化対策等を

反映した場合の見込みは、令和31年度までの30年間で19.8億円（維持管理・

修繕17.3億円、改修0.0億円、更新等2.5億円）、年平均では0.7億円となっています。 

耐用年数経過時に単純更新した場合の見込みの70.3億円、年平均2.3億

円と比較すると、効果額は、30年間で50.6億円、年平均1.7億円となり、

71.9％の削減効果が見込まれます。 

 

 

 

 

 

【図4-3-2 維持管理・更新等に係る経費の見込み（橋梁）】 
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⑥ プレストレスト・コンクリート：コンクリートにあらかじめ計画的に圧縮応力度（プレストレスト）を与えること

により、荷重によって生じる引張応力と相互に消しあうように設計・施工されたコンクリート 
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（３）上・下水道 

近年、東日本大震災や熊本地震など大規模地震が頻発し、本市において

も上・下水道管路の耐震性の強化が求められています。 

上水道の有形固定資産減価償却率は38.9％、下水道の有形固定資産減価

償却率は9.4％となっています。 

長寿命化対策等を反映した場合の見込みは、令和31年度までの30年間で

207.8億円（維持管理・修繕1.2億円、改修12.0億円、更新等194.6億円）、年平均では

6.9億円となっています。 

耐用年数経過時に単純更新した場合の見込みの288.7億円、年平均9.6億

円と比較すると、効果額は、30年間で80.9億円、年平均2.7億円となり、

28.0％の削減効果が見込まれます。上・下水道ともに令和20年代から本格

的に更新時期を迎えることから、計画的に資産の更新を行わなければなり

ません。 

なお、上・下水道の各事業においては、中長期的な経営の基本計画とし

て経営戦略を策定しています。適正かつ効率的な長期安定経営の実現に向

けて、引き続き、定期的な進捗管理や見直しなどを進めていきます。 

 

 

【図4-3-3 維持管理・更新等に係る経費の見込み（上・下水道）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2,688 

3,527 

3,853 

3,077 

3,937 
3,698 

年平均

693

3,396 

4,374 

5,295 

4,751 

5,522 5,531 

年平均

962

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

R2～R6 R7～R11 R12～R16 R17～R21 R22～R26 R27～R31

単位：百万円
上・下水道

維持管理・修繕 改修 更新等 耐用年数経過時に単純更新した場合



29 

（４）漁港・海岸保全施設 

本市は、阿月漁港、伊保庄漁港、神代漁港、平郡漁港、鳴門漁港及び柳

井漁港の６港を所有しています。漁港・海岸保全施設の有形固定資産減価

償却率は56.2％となっています。 

長寿命化対策等を反映した場合の見込みは、令和31年度までの30年間で

54.3億円（維持管理・修繕15.5億円、改修10.3億円、更新等28.4億円）、年平均では1.8

億円となっています。 

耐用年数経過時に単純更新した場合の見込みの74.3億円、年平均2.5億

円と比較すると、効果額は、30年間で19.9億円、年平均0.7億円となり、

26.8％の削減効果が見込まれます。 

漁業の本拠地となる漁港は、地域経済の向上に寄与するための重要な施

設と位置づけられることから、将来にわたってこれらの施設を適切に維

持・管理していく必要があります。 

また、海岸保全施設は、高潮や津波等から人命や財産を守り、国土を守

るという大変重要な機能を有することから、海岸管理者として海岸保全施

設を良好な状態に保つため、計画的な維持管理を行っていく必要がありま

す。 

 

【図4-3-4 維持管理・更新等に係る経費の見込み（漁港・海岸保全施設）】 
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４ 公共施設全体 

 

公共建築物とインフラ資産及びその他資産を含めた公共施設全体の長寿命

化対策等を反映した場合の見込みは、令和31年度までの30年間で606.9億円、

年平均では20.2億円となっています。 

耐用年数経過時に単純更新した場合の見込みの893.7億円、年平均29.8億

円と比較すると、効果額は、30年間で286.8億円、年平均9.6億円となり、

32.1％の削減効果が見込まれます。 

また、令和10年代から到来するインフラ資産の更新集中期に向けて、多額

の更新費用を賄うための財源を確保するとともに、変わりゆく社会構造や施

設需要に応じた最適規模への施設縮小や統廃合を推進していくことにより、

更新費用の縮減を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

【図 4-4-1 維持管理・更新等に係る経費の見込み（公共施設全体）】 
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公共施設全体

公共建築物 道路・農道・林道

橋梁 上・下水道

漁港・海岸保全 その他

耐用年数経過時に単純更新した場合
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【表4-4-1 今後30年間の公共施設等の維持管理・更新等に係る経費の見込み】 

 

今後30年間の公共施設等の維持管理・更新等に係る経費の見込み （単位：百万円） 

令和２年度から 
30年間 

維持管理 
・修 繕 
（①） 

改 修 
 

（②） 

更新等 
 

（③） 

合 計（④） 
 

（①＋②＋③） 

耐用年数経過時に
単純更新した場合 

（⑤） 

長寿命化対策等 
の効果額 

（④－⑤） 

現在要して 
い る経 費 

（過去５年平均） 

普通 
会計 

公共建築物 
（ａ） 

2,016 6,870 11,244 20,130 33,203 △13,073 910 

インフラ資産 
（ｂ） 

3,916 1,034 14,834 19,784 27,299 △7,515 1,078 

計 
（ａ＋ｂ） 

5,932 7,904 26,078 39,914 60,502 △20,587 1,988 

公営 
事業 
会計 

公共建築物 
（ｃ） 

0 0 7,947 7,947 16,846 △8,899 

819 
インフラ資産 

（ｄ） 
121 1,202 11,510 12,833 12,023 810 

計 
（ｃ＋ｄ） 

121 1,202 19,457 20,779 28,869 △8,089 819 

公共建築物計 
（ａ＋ｃ） 

2,016 6,870 19,190 28,077 50,049 △21,972 910 

インフラ資産計 
（ｂ＋ｄ） 

4,037 2,236 26,344 32,617 39,322 △6,705 1,896 

合  計 
（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 

6,053 9,106 45,535 60,694 89,371 △28,677 2,806 

 

 

 

【表4-4-2 今後10年間の公共施設等の維持管理・更新等に係る経費の見込み】 

 

今後10年間の公共施設等の維持管理・更新等に係る経費の見込み （単位：百万円） 

令和２年度から 
10年間 

維持管理 
・修 繕 
（①） 

改 修 
 

（②） 

更新等 
 

（③） 

合 計（④） 
 

（①＋②＋③） 
財源見込 

耐用年数経過時 
に単純更新した場合 

（⑤） 

長寿命化対策
等の効果額 
（④－⑤） 

現在要して 
い る経 費 

（過去５年平均） 

普通 
会計 

公共建築物 
（ａ） 

792 3,787 4,432 9,012 

基  金 

国庫支出金 
県 支出 金 
地 方 債 

一 般財 源 
など 

9,803 △791 910 

インフラ資産 
（ｂ） 

2,277 516 2,927 5,719 7,656 △1,937 1,078 

計 
（ａ＋ｂ） 

3,069 4,303 7,359 14,731 17,459 △2,728 1,988 

公営 
事業 
会計 

公共建築物 
（ｃ） 

0 0 2,369 2,369 5,893 △3,524 

819 
インフラ資産 

（ｄ） 
28 458 3,360 3,845 1,877 1,968 

計 
（ｃ＋ｄ） 

28 458 5,730 6,215 7,771 △1,556 819 

公共建築物計 
（ａ＋ｃ） 

792 3,787 6,802 11,381  15,696 △4,315 910 

インフラ資産計 
（ｂ＋ｄ） 

2,304 973 6,287 9,565  9,533 31 1,896 

合  計 
（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 

3,096 4,760 13,089 20,946  25,229 △4,284 2,806 
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第５章 将来負担コスト 

 

１ 資産形成に係る経費と維持補修経費の推移 

 

資産形成に係る経費と施設の修繕・修理などに充てられる維持補修経費の

推移は【図5-1-1 資産形成に係る経費と維持補修経費の推移】となってい

ます。 

ここ５年間の費用は23億円から34億円であり、過去５年間の実績平均を算

出すると28.1億円で、住民1人当たりの年間負担額に換算すると91,118円と

なります。 

 

【図 5-1-1 資産形成に係る経費と維持補修経費の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表5-1-2 住民１人当たりの資産形成に係る経費と維持補修経費の負担額】 
 

  

 過去５年間の実績平均 

年平均 １人当たり 

公共建築物 9.1億円 29,551円 

道路・農道・林道 6.6億円 21,512円 

橋梁 0.7億円 2,173円 

上・下水道 8.3億円 26,967円 

漁港・海岸保全 2.5億円 7,992円 

その他 0.9億円 2,924円 

合  計 28.1億円 91,118円 

人口（Ｒ２） 30,799人 

2,681 

2,502 2,350 

3,053 

3,447 

年平均

2,806

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H28 H29 30 R1 R2

資産形成に係る経費 維持補修経費 年平均

単位：百万円 
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２ 将来負担コストの見通し 

 

前章で記載したとおり、公共施設全体の今後30年間での長寿命化対策等を

反映した場合の見込みは、606.9億円で年平均20.2億円、耐用年数経過時に

単純更新した場合の見込みは、893.7億円で年平均29.8億円となっています。 

人口減少の影響を加味すると、住民１人当たりの年間負担額は長寿命化対

策等を反映した場合で96,069円、耐用年数経過時に単純更新した場合で

141,461円となり、それぞれ現在の1.1倍、1.6倍となります。 

前述のとおり、現在、資産形成・維持補修に充てている費用は実績平均で

28.1億円であり、これを本市の限度額とした場合、長寿命化対策等を実施せ

ず現在の保有資産を今後も全て維持・更新した場合、年平均で1.7億円不足

することとなります。 

さらに、これとは別に施設の維持には光熱水費・管理の人件費・物件費な

どの発生が想定されます。 

長寿命化対策等を反映した場合の見込みについては、現在の実績平均を下

回る試算となっており、引き続き、個別施設計画の充実・精緻化を図ること

や対策の実施などにより、適切な公共施設の管理を行うことが求められます。 

また、インフラ資産については、更新時期が一定期間に集中する傾向にあ

ることから、将来にわたって適切な住民サービスを維持していくためには、

更新費用を分散化して、長期的な視点から資産更新の準備を進める必要があ

ります。 

 

 

 

 

【表5-2-1 住民１人当たりの更新費用総額の負担額】 

 

今後30年間の推計平均 

長寿命化対策等を 
反 映 し た 場 合 

耐用年数経過時に 
単純更新した場合 

年平均 1人当たり 年平均 1人当たり 

公共建築物 6.7億円 31,863円 11.1億円 52,555円 

道路・農道・林道 2.7億円 12,745円 2.7億円 12,994円 

橋梁 0.7億円 3,126円 2.3億円 11,134円 

上・下水道 6.9億円 32,891円 9.6億円 45,695円 

漁港・海岸保全 1.8億円 8,599円 2.5億円 11,755円 

その他 1.4億円 6,845円 1.5億円 7,327円 

合  計 20.2億円 96,069円 29.8億円 141,461円 

人口(Ｒ27)注5 21,059人 

注5 人口将来予測の最終年度である令和27年度の21,059人を使用  
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第６章 公共施設マネジメントに関する基本的な方針 

 

１ 取組体制 

 

（１）計画期間 

本市における公共施設等総合管理計画の計画期間については、平成29年

３月策定時は平成28年度から令和27年度までの30年間としていましたが、

令和４年３月の改訂に伴い、令和31年度⑦までとします。ただし、計画実

施期間内であっても、総合計画の改訂や社会情勢等の変化に対応するため、

適宜計画内容の見直しを行うものとします。 

 

（２）計画の位置付け 

公共施設等総合管理計画は、公共施設のマネジメントの取組を推進する

ための計画です。加えて、本計画は、公共施設やインフラ資産に係る「個

別施設計画」の上位計画として位置付けます。 

なお、平成25年11月29日にインフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁

連絡会議で決定された「インフラ長寿命化基本計画」及び平成26年４月22

日に総務大臣から通知のあった「公共施設等の総合的かつ計画的な推進に

ついて」に示されている体系においては、本計画は地方公共団体の「行動

計画」に相当し、本市の公共施設等の今後の維持管理等のあり方について

基本的な方針を示すものです。 

また、本市の上位計画である柳井市総合計画との整合を図り、総合計画

の実施計画において事業の調整を行いながら、効果的かつ効率的な公共施

設マネジメントを実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 本計画の見直しについては、策定済の個別施設計画等の内容を反映し、令和３年度中に行うよう国から求められ

ているところであるが、本市の個別施設計画（別途策定したものを除く。）は、令和２年度に策定しており、本計画

の維持管理・更新等に係る経費の算出期間を令和２年度からの30年間としていることから、計画期間の終期を令和

31年度としたものである。 
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（３）全庁的な取組体制の構築 

公共施設マネジメント⑧の実施に当たっては、財産管理を所管する部署

において情報等を一元的に管理し、公共施設の現状を把握できる状態にす

るとともに、全庁的な取組体制を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑧ 公共施設マネジメント：地方公共団体等が保有し、又は借り上げている全公共施設を、自治体経営の視点から総

合的かつ統括的に企画、管理及び利活用する仕組み  

インフラ長寿命化基本計画 
（基本計画）【国】 

行動計画  【国】 行動計画    【地方公共団体】 

（個別施設計画） 

・・・・・ 

柳井市総合計画 

（個別施設計画） 

別途策定の個別施設計画 柳井市個別施設計画 

学 
 

 

校 

河 
 

 

川 

道 
 

 

路 

柳井市公共施設等総合管理計画 

柳
井
市
学
校
施
設
長
寿
命
化
計
画 

柳
井
市
公
営
住
宅
等
長
寿
命
化
計
画 

柳
井
市
都
市
公
園
施
設
長
寿
命
化
計
画 

柳
井
市
道
路
舗
装
個
別
施
設
計
画 

柳
井
市
道
路
法
面
個
別
施
設
計
画 

な
ど 

集
会
施
設 

文
化
施
設 

図
書
館 

博
物
館
等 

産
業
系
施
設 

学
校 

そ
の
他
教
育
施
設 

な
ど 

策定済みの個別施設計画は【表 3-5-2 策定済みの個別施設計画】参照 

各省庁が策定 



36 

２ 公共施設マネジメントの実施方針 

 

（１）アセットマネジメントの推進 

アセットマネジメント⑨の推進をより実効性のあるものとするため、施

設の維持管理を担当している各部署と財産管理を所管する部署とが連携し、

次の方針に基づいて実行していくこととします。 

 

 公共建築物  

① 方向性の検討 

学校施設、公営住宅といった施設の類型ごとに、老朽化度合い等を

分析するとともに、人口減少による住民ニーズの変化を勘案した上で、

施設類型ごとの長期的な整備の方向性を示します。 

 

② アセットマネジメント取組方針 

アセットマネジメント取組方針に基づいた総資産量の適正化を目指

し、公共建築物の総延床面積の縮減を目指します。 

 

○ ７つの取組方針 

取組方針 説    明 

継 続 
施設の長寿命化や維持管理コストの更なる縮減を目指して計画的な施
設管理を実施する。 

集約化 
（存続） 

既に本市が所有している同種の施設との統合を行い、一体の施設とし
て整備する（存続する施設）。 

集約化 
（廃止） 

既に本市が所有している同種の施設との統合を行うことにより施設を
廃止し、建物の解体等を行う（集約されて廃止する施設）。 

複合化 
（存続） 

既に本市が所有している異なる種類の施設との統合を行い、両方の機
能を有した複合施設を整備する（存続する施設）。 

複合化 
（廃止） 

既に本市が所有している異なる種類の施設との統合を行うことにより
施設を廃止し、建物の解体等を行う（複合化されて廃止する施設）。 

転 用 
施設の改修を実施し、他の公共機能を有した施設として利用する。改
修をせずそのまま転用する場合もある。 

廃 止 
施設の廃止を行い、建物解体、跡地の売却を行うことで将来的な更新
費用の縮減・他施設の更新費用の捻出を図る。 

 

 

 

 

 

⑨ アセットマネジメント：公共サービスの最適化を達成するため、現在ある資産を適正に評価し、それを将来にわ

たって安全に維持するとともに、限られた財源等の資源を有効に活用しながら、適切な公共サービスを提供してい

くためのマネジメント手法  
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③ 縮減数値目標の設定 

本市における住民１人当たりの延床面積は第３章で示したとおり、

6.1㎡と全国平均の1.6倍であることから、全国平均を目標とすると

37.0％の縮減が必要となります。また、本市と同規模である人口30,000

人～50,000人の団体の平均5.2㎡を目標とした場合には、13.8％の縮減

が必要となります。 

全国平均値を目標とする場合、現在の公共建築物の概ね４割を縮減

するということになり、適切な住民サービスの提供が困難になるおそれ

があります。そのため、本市の縮減目標は同規模団体平均値である5.2

㎡以下となることを目指し、15％以上の縮減を目標とします。 

 

 

総延床面積の縮減数値目標 

 

総延床面積を計画期間の満了する令和31年度までに15％以上縮減（令

和2年度末比）することを目標とします。 

 

 

 インフラ資産  

① 方向性の検討 

固定資産台帳の整備を通じて道路、橋梁、上・下水道といった施設

類型ごとの整備状況や老朽化度合い等を把握し、今後の維持管理に関す

る方向性を検討します。 

 

② 現状把握 

点検等を行うことにより施設の劣化状況等を把握し評価するととも

に、その履歴を集積・蓄積します。 

 

③ 計画的修繕の実施 

現状把握に基づき、計画的に修繕を実施します。 
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（２）長寿命化の推進 

 

 公共建築物  

○計画的な維持管理を推進することにより、施設の安全性の確保と延

命化を図ります。 

○長寿命化により建替更新時期を分散させることで、費用の平準化を

図ります。 

 

 インフラ資産  

○道路、橋梁、上・下水道といった施設類型ごとの特性や施設の重要

性を考慮した計画的な維持管理を行います。 

○対症療法型による修繕ではなく、予防保全型による修繕⑩を計画的に

実施していくことで、長寿命化を図り、修繕費用の縮減に努めます。 

 

（３）耐震化の推進 

 

 公共建築物  

○近年多発する地震や近い将来発生が予測される南海トラフ大地震の

対策として、耐震化が実施されていない公共建築物については、施

設の重要度（防災拠点施設等）や老朽化度合い等を判断した上で、集約化、

複合化を図りながら耐震化を進めます。 

 

 インフラ資産  

○主要な道路構造物（橋梁等）や上・下水道などのインフラ資産も計画的

に耐震化を図ります。 

 

（４）民間活力の導入 

 

 公共建築物・インフラ資産  

○ＰＰＰ⑪／ＰＦＩ⑫などの手法を用い、民間活力を施設の整備や管理

に積極導入するなど、民間事業者の資金やノウハウを活用した公共

サービスの提供を推進します。 

○包括的民間委託の発注など、効率的な契約方式の検討を行います。 

 
 

 

⑩ 予防保全型修繕：損傷が大きくなる前に小規模な修繕工事を実施する、資産の寿命を延ばすための手法 

⑪ ＰＰＰ：官民が連携して公共サービスの提供を行う事業手法の総称。個別の手法としてはＰＦＩや指定管理者制

度がある。 

⑫ ＰＦＩ：設計、建設、維持管理、運営等について、民間資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主

導で行う事業手法  
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（５）ユニバーサルデザイン化の推進 

 

 公共建築物・インフラ資産  

○乳幼児、妊婦、高齢者、障がい者、外国人など多様な利用者が想定

される公共施設の整備、改修に当たっては、ユニバーサルデザイン⑬

化の推進を図ります。 

○多様なニーズや施設の現状、将来計画などを踏まえ、費用対効果を

検証したうえで、最適な手法により対応を行います。 

 

（６）脱炭素化の推進 

 

 公共建築物・インフラ資産  

○ＬＥＤ照明の導入などを始めとする公共施設の省エネルギー化とと

もに、脱炭素社会に向けた取組の推進と維持管理コストの削減によ

り、持続可能な公共施設サービスの提供を図ります。 

○公共施設の維持・更新等に当たっては、断熱性能の高い材料の使用、

省エネ性能に優れた機器や太陽光発電設備の導入など、消費エネル

ギーの省力化及び再生可能エネルギーの導入を推進し、計画的な公

共施設の脱炭素化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

⑬ ユニバーサルデザイン：バリアフリーは、障がいによりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であ

るのに対し、ユニバーサルデザインはあらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が

利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方  
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３ 協働の推進 

 

○隣接市町と協議し、公共施設の相互利用や共同運用、サービス連携、役割

分担等により効率化を目指します。 

○本計画を進めていくために、住民と行政の相互理解や共通認識の形成など、

協働の推進に努めます。 

 

４ 地方公会計制度への取組 

 

現金の支出を記録することを目的とした単年度会計、単式簿記会計である

従来の官庁会計では、公共施設の建設から解体までに必要となる建設費、維

持修繕費、解体費のほか、人件費などの施設の管理運営にかかる費用を含め

たライフサイクルコストの把握が困難であり、減価償却費などの非現金支出

についても資産の状況に反映されないという課題がありました。 

そこで、本市は公共施設マネジメントを行っていくに当たり、地方公会計

制度への取組を推進することで、保有する公共施設の状況や、公共施設を用

いた行政サービスの提供に係るコストを把握し、適切な管理を行っていくこ

とを目指します。 

 

＜地方公会計制度の概要＞ 

○民間企業会計の考え方に近い、発生主義・複式簿記による財務書類（貸借

対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）を作成します。 

○財政状態の正確な把握のため、固定資産台帳の整備が必須となります。 

○平成27年１月に公表された「統一的な基準」による財務書類を平成29年度

から毎年度作成し、公表します。 

 

５ フォローアップの実施方針 

 

○ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクル⑭を活用し、進捗管理や計画の見

直しを行い、継続的な取組を実施します。 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

⑭ ＰＤＣＡサイクル：事業について、計画を立て(Plan)→実施し(Do)→結果を評価し(Check)→改善し(Act)、次の

計画に反映させていくというマネジメント・サイクルを確立する仕組み  
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６ 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 

本計画の基本方針に基づき、施設類型ごとに取組方針を定めたものです。 

 

◆施設類型ごとの方針 

 施設類型 方  針 主な施設 

１ 
集会施設 
 
文化施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

公民館 
文化福祉会館 
中開作ふれあい文化
センター 
学習等供用会館 
サンビームやない 
アクティブやない 等 

２ 
図書館 
 
博物館等 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

柳井図書館 
大畠図書館 
町並み資料館 
月性展示館 等 

３ 

スポーツ施設 
 
レクリエーション
施設・観光施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

体育館 
武道館 
地区体育館 
都市農村交流施設 
大畠観光センター 
やない西蔵 等 

４ 産業系施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

農業担い手センター 
農村婦人の家 
やまびこふれあいセ
ンター 等 

５ 
学校 
 
その他教育施設 

「新たな柳井市小中学校整備計画」
に基づき、規模及び配置の適正化を
図り、施設の改築、耐震補強等を計
画的に行い、引き続き適切に維持管
理し、長寿命化を図ります。 

小学校 
中学校 
学校給食センター 等 

６ 
幼保・こども園 
幼児・児童施設 

適切に維持管理し、施設の長寿命化
を図ります。 

保育所 
児童クラブ 

７ 
高齢福祉施設 
 
保健施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

老人憩の家 
大畠総合センター 
平郡デイサービスセ
ンター 
保健センター 等 
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８ 医療施設 
適切に維持管理を図り、老朽化した
施設の更新に際しては、規模の適正
化を検討します。 

平郡診療所 
西出張診療所 

９ 
庁舎等 
消防施設 
その他行政系施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

庁舎 
出張所 
消防機庫 
水防倉庫 等 

10 公営住宅 
「柳井市公営住宅等長寿命化計画」
に基づき計画的に維持管理を行い、
老朽化が著しい施設は廃止します。 

市営住宅 

11 公園 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

柳井ウェルネスパーク 
石井ダム公園 
レトロ市民交流広場 等 

12 供給処理施設 
特殊な設備を有しており、適切にメ
ンテナンスを行い、施設設備の長寿
命化を図ります。 

不燃物処理場 等 

13 その他 

適切に維持管理し、施設の長寿命化
を図ります。利用する見込みのない
老朽施設については、売却等を含め
廃止を検討します。また、用途を廃
止した施設の転用も検討します。 

斎苑 
公衆用便所 
職員住宅 
駐輪場 
旧小中学校 
旧うずしお荘 等 

14 道路 

「柳井市道路舗装個別施設計画」、
「柳井市道路法面個別施設計画」及
び「柳井市道路照明個別施設計画」
に基づき、道路パトロールによる点
検を行い、適切な補修を実施し、長
寿命化を図ります。 

 

15 農道及び林道 

「柳井市農道施設個別施設計画」及
び「柳井市林道施設個別施設計画」
に基づき、農地及び森林の整備・保
全のための施設として、計画的な維
持管理を行い、長寿命化を図りま
す。 

 

16 橋梁 

「柳井市橋梁個別施設計画（長寿命化

修繕計画）」などに基づき、効率的な
維持管理を行い、長寿命化を図りま
す。 
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17 
漁港・海岸保全施
設 

「柳井市漁港機能保全計画」及び
「柳井市漁港海岸保全施設長寿命化
計画」に基づき、点検、維持管理を
行い、施設の長寿命化を図ります。 

 

18 上水道 

持続可能な水道事業を目指し、「柳
井市水道ビジョン」及び「柳井市水
道事業老朽管更新計画」に基づき、
経年劣化した施設の更新を図りま
す。 

 

19 下水道 

「柳井市公共下水道事業ストックマ
ネジメント計画」及び「柳井市地区
最適整備構想（農業集落排水）」に基
づき、施設の長寿命化に向けた機能
診断や点検等を行い、施設の更新等
に取り組みます。 
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